
知多市公告第９５号 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「政令」という。）第１６７

条の５の規定に基づき、知多市広告付き市内案内板取扱いに係る一般競争入札に参

加する者に必要な資格等を次のように定める。 

令和８年９月１日 

                        知多市長 伊 藤 清一郎  

 

１ 政令第１６７条の４第１項のいずれにも該当しない者であること。 

２ 政令第１６７条の４第２項のいずれにも該当しない者（いずれかに該当した者

であって、その事実があった後２年を経過した者を含む。）であること。 

３ この公告の日から入札の日まで、知多市から指名停止措置又は指名見合せ措置

を受けていない者であること。 

４ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）及び民事再生法（平成１１年法律第

２２５号）の適用となる著しく経営不振の状態の者（会社更生法に基づく更生手

続き開始の申立てをし、更生計画の認可がなされている者及び民事再生法に基づ

く再生手続開始の申立てをし、再生計画の認可がなされている者を除く。）でな

いこと。 

５ この公告の日から過去２年以内に、国、地方公共団体、独立行政法人通則法

（平成１１年法律第１０３号）第２条第１項に規定する独立行政法人又は地方独

立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第１項に規定する地方独立行

政法人が所有する施設の広告付き市内案内板取扱いを行った実績がある者である

こと。 

６ 国税、都道府県税及び市町村税の未納がない者であること。 

７ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）を経営に事実上参加さ

せ、不正に財産上の利益を得るために使用し、又は金銭若しくは物品その他の財

産上の利益を不当に与えた者でないこと。 

８ この公告の日から入札の日まで、次のいずれにも該当していない者であること。 

(1) 法人にあっては、非常勤を含む役員若しくは支配人又は支店、営業所若しく



   

は事務所の代表者、その他の団体にあっては、法人の役員等と同様の責任を有

する代表者、理事等、個人にあっては、その者又は支店、営業所若しくは事務

所の代表者、役員等（以下「役員等」という。）に暴力団の構成員（以下「暴

力団員」という。）又は暴力団ではないが、暴力団と関係を持ちながら、その

組織の威力を背景として暴力的不法行為等を行う者（以下「暴力団関係者」と

いう。）がいる法人その他の団体又は個人（以下「法人等」という。） 

(2) 暴力団員又は暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）がその経営又は

運営に実質的に関与している法人等 

 (3) 役員等又は使用人が、暴力団の威力若しくは暴力団員等又は暴力団員等が経

営若しくは運営に実質的に関与している法人等を利用するなどしている法人等 

 (4) 役員等又は使用人が、暴力団、暴力団員等若しくは暴力団員等が経営若しく

は運営に実質的に関与している法人等に対して資金等を供給し、若しくは便宜

を供与するなど暴力団の維持運営に協力し、又は関与している法人等 

 (5) 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係

を有している法人等 

 (6) 役員等又は使用人が、前各号に掲げるもののいずれかに該当する法人等であ

ることを知りながら、これらを利用するなどしている法人等 

 


